
（市町村調査用） （様式１－１）

 都道府県・市町村 森林環境税関係者限り

うち国産材
(m3)

212181 岐阜県 本巣市
① 意向調査
の準備作業

森林環境譲与
税委事業

1,846 1,846 0 0
会計年度任用職員を雇用し、林地台帳管理
システムなどを使用して意向調査対象とな
る森林所有者を探索

会計年度任用職員の
雇用：1名
調査筆数：326筆
所有者数：113人

212181 岐阜県 本巣市
① 意向調査
の準備作業

森林環境譲与
税委事業

13,496 13,496 0 0
本巣市の民有林を対象として、森林の筆界
確認等に使用する地番現況図の作成業務及
び林地台帳システムの改修業務を委託

対象面積：27500ha
筆数：24900筆

212181 岐阜県 本巣市 ② 意向調査
森林環境譲与
税委事業

12,793 12,793 0 0

森林所有者に対して森林管理等に関する意
向調査を実施。市への管理を希望する者等
に対して森林境界の確認、施業の必要な人
工林区域の杭打ちや測量、経営管理権集積
計画策定の業務を委託

97.33

調査表送付：88
境界測量：43.78ha
集積計画案：6筆、
5.17ha

212181 岐阜県 本巣市
③ 私有林整
備

森林環境譲与
税委事業

4,976 4,976 0 0
経営管理権集積計画を策定した人工林につ
いて、将来に向けて育てる木を選ぶととも
に不良木等について保育間伐を実施

16.57

212181 岐阜県 本巣市
⑨ 林業就業
者の育成

森林環境譲与
税委事業

1,043 1,043 0 0
林業事業体が安全装具を購入して林業技術
者に貸与する際に必要となる購入費に対す
る補助

4 38

212181 岐阜県 本巣市
⑨ 林業就業
者の育成

森林環境譲与
税委事業

12 12 0 0
林業事業体に雇用される林業技術者の資格
取得のため、林業事業体へ必要経費を補助

1 2

212181 岐阜県 本巣市
⑫ その他
（人材育成
等）

森林環境譲与
税委事業

480 480 0 0

森林整備のボランティア活動や林業事業体
に雇用されず自ら間伐や刈払いなどの作業
を行う者に対して、チェーンソーや刈払機
の操作に関する安全講習を開催

1 15

212181 岐阜県 本巣市
⑲ 基金積立
（木材利用
等）

森林環境譲与
税活用基金積
立金

1,315 1,315 0 0
令和５年度末に完成予定の市新庁舎におい
て市有林・市産の材を内装木質化や木製家
具に使用するため、基金を積み立てる。

＜記載に当たっての留意事項＞

(1)団体コードは、別紙１「団体コード」に記載の6桁のコードを記載してください。（ゼロで始まるコードもゼロを記載し、必ず6桁で記載ください）

(4)事業区分は、別紙２を参考に取組内容をプルダウンより選択してください。

(5)事業名は、市町村予算上の事業名を記載してください。

　　同一事業が複数の事業区分にまたがる場合は、事業区分毎に同一事業名を記載してください。

(6)事業総額は、自治体の負担額を記載してください。

　　(A)「うち令和２年度の森林環境譲与税」には、森林環境譲与税の充当額を記載してください。

　　(B)「うち基金取崩額」欄には、令和元年度に積み立てた基金から取り崩した額を記載してください。

　　(C)「うち他の財源」欄には、森林環境譲与税以外の一般財源等の充当額を記載してください。

(7)事業内容は、「森林整備及びその促進に関する費用」ということがわかるように、可能な限り具体的に記載してください。

　　基金積立については、目的や使途について具体的に記載してください。

(10)実績は、事業毎に必ず記載してください。

　　該当する欄がない場合は、「その他の実績値」の欄に記載し、実績が複数ある場合は、「その他の実績値」のセルを結合させて、実績値を全て記載してください。

(11)税導入の効果は、【ワンフレーズ】には、税導入の効果が端的に分かるよう、数字を交えて、効果の概要を記載してください。

　　【詳細】には、税を活用すべき課題や背景、税の活用方針、実績を踏まえた税導入前後における効果、次年度以降を見据えた予定（基金積立の目的等）を国民の理解が得られるよう、可能な限り具体的に記載してください。

森林環境譲与税に関する市町村の令和２年度の決算状況調査（調査表）

(6)事業総額（千円） (10)実績

森林整備関係 人材育成・担い手確保対策 普及啓発（イベント等） 公共施設等の木材利用

間伐等実施面積 路網整備
（ケ）

事業体等への助成

（コ）
研修、講習、求
人イベント等

（シ）
研修や普及啓発イベ

ント等

（セ）
公共施設等の木材利用

木材使用量(m3)

(1)団体
コード

(2)都
道府県
名

(3)市
町村名

(4)事業区分 (5)事業名 (7)事業内容

(8)針広混
交林化、広
葉樹林化に
関係する事
業は「〇」
を選択

(9)自治体
間連携に関
係する事業
は「〇」を

選択

(11)税導入の効果
(A)+(B)+(C)

(A)うち令和
２年度の森
林環境譲与
税（千円）

(B)うち基金
取崩額（千

円）

(C)うち他
の財源（千

円）

（タ）
その他

（ア）森林
経営管理法
に基づく経
営管理意向
調査実施面
積(ha)

（ク）
その他 

（サ）
その他 

（ス）
その他 

（ソ）
その他 

（イ）
間伐
（ha)

（ウ）
除伐
（ha)

（エ）
その他（作業種、実

績値を記載）

　（オ）
林道・林業
専用道の開
設延長(m)

　（カ）
森林作業道
の開設延長

(m)

（キ）
その他（作業種、実

績値を記載）

事業体数 支援対象者
数（人）

回数
（回）

参加者
数

（人）

 回数
（回）

参加者・体
験者数
（人）

施設数

【ワンフレーズ】
　森林整備初年度として、約17haの間伐を
実施した。現地は道路から近く木材生産に
は有利であることから、締結した経営管理
権集積計画の終了後を見据えて、森林所有
者や林業事業体による木材生産活動に期待
した選木も併せて行った。
　森林資源は充実してきているが森林境
界・所有者の確認に手間のかかることが林
業事業体の企業活動が進まない主な原因の
一つになっている。地番図の作成と林地台
帳システムの改修を行い、意向調査対象者
の探索から経営管理権集積計画の策定まで
の作業を行うとともに、実際の森林整備に
つなげた。

【詳細】
　森林の所有者・所有界が明確になれば、
市の森林整備を担う４つの事業体の企業努
力によって森林整備が進むことが十分に見
込まれるので、林業事業体の意向も踏まえ
て施業が進んでいない人工林について林班
単位で所有者の探索から意向調査・境界確
認、集積計画の策定まで進めていく。
　各林業事業体は技術者の不足に対応する
ため採用を積極的に行っているが定着しな
いケースも少なくなく、安全や雇用環境の
整備に対する事業体の負担軽減となる安全
装具の購入に対する補助要望は多い。

★適宜行を追加してください。
★「税導入の効果」欄は市町村ごとに一つのセルに結合してください。
★列の追加等は行わないでください。


